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内
訳

被保険者が、介護保険給付の対象となる、要介護状態や要支援状態にあるかどうか、要介護状態にあるとすれば、どの
程度かの判定を行うことが、要介護認定であり、この判定を行うために保険者である市に、市の機関として介護認定審査
会を設置する。

適正な要介護認定が行えるよう、審査及び判定を、公正、公平に行う。
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介護認定業務において、適正な介護認定が審査会で実施されるよう、事務局が随時調整を行っている。また、認定調査
員に対して研修を行い、認定調査の適正化に向けて、努めていく。
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会　計

被保険者が、介護保険給付の対象となる要介護状態や要支援状態にあるかどうか、要介護状態にあるとすれば、どの
程度かの判定を行うことが要介護認定であり、この判定を行うために、保険者である市に、市の機関として介護認定審
査会を設置する。
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事業：介護認定審査会事業                               

１．介護認定審査会事業 

被保険者が、介護保険給付の対象となる要介護・要支援状態にあるかどうか、あるとすればどの程度であるかと

いった判定を行うことが要介護認定であり、市の機関として設置されている介護認定審査会でこの判定を行った。 

 

細事業：介護認定審査会事業                             

１．介護認定審査会事業 

 被保険者からの要介護・要支援認定申請に基づく認定調査の一次判定結果及び特記事項、主治医意見書により、

対象者が適切なサービス受けられるよう要介護・要支援の審査及び判定を公平・公正に行った。 

 （１）介護認定審査会の設置 

     介護保険事業の円滑な実施を図ることを目的として、審査・判定の実務を行う合議体を 10 合議体設置

し、保健・医療・福祉の学識経験者計４０名を委員として任期を２年と定め任命している。 

 （２）介護認定審査会の開催 

     認定調査員が、訪問・面接して認定調査を行うとともに、主治医の意見を求め、要介護状態区分等に 

    関する審査・判定を実施した。 

     ア．認定審査会           ２３８回     ６０８８件 

     イ．介護審査会委員報酬          ２１，１３７，０００円 

     ウ．認定審査会支援システム賃貸借      ２，３５４，６２５円 

     エ．認定審査会移行システム         １，９６５，６００円 

 

 

 

 

 


